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環境の変化によって，物事の重視される度合が変わってくることがある。従来

それほど重視されなかった産業が新たにクローズ・アップしてくることなどはそ

の一例であるが，水産業がまさにそうである。二百海里時代を迎え，長期的展望

に立った水平方向,垂直方向への政策の必要性が説かれたり〔襖〕地域特性を活か
した産業の育成という観点から水産業が見直され，その振興の必要性が説かれた

りしているのである。沖縄県などは後者の例であろう。環境条件の変化によって

潜在的可能性が顕在化したよい例である。
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水産業は,産業分類上,第１次産業の－部門を構成しているが，それは、総合産

業"としての側面をも有している。したがって，水産業にあっては経済・産業活

動上の広範な連関性や学際的研究の広さ等に照らす限り，単なる第１次産業もし

くは原始型産業としての捉え方だけからはそれのもつ基本的特性を精確に把握

し,そこから有効な政策的インプリケーション等を導くことは一面的になるきらい

がある。

本稿において，われわれは水産業の生産構造上の特徴を生産関数にかかわる側

面に限定して整理することを目的とするが，上述の視点はつねに保持されるであ

ろう。Ⅱにおいて漁業制度の仕組みを整理し，それに続く議論への導入とする。

mでは水産業の生産条件を伝統的生産理論との関連で吟味し，併せて漁業生産の

特性から生起しうる外部効果についても検討が加えられる。

Ⅱ水産業の制度的特徴

１．水産業の定義

常用語となっている「水産業」についての概念規定を施すことはあまりにも陳

腐すぎるという見方があるかもしれない。しかし，ここでは以下で展開される議

論の範囲を明確にするために，あえて若干の論者の見解をサーベイすることにし

たい。

まず，岡本氏〔８〕は水産業の外延的規定と内包的規定を提示し，それぞれに

ついて分解的な説明を試みている。「水産業とは水界をその生産の基礎要件とす

る原始産業である」（Ｐ､12）というのが前者であり，後者は「水産業は漁業をそ

の本体とし，水産養殖業および水産製造業を包含する」（Ｐ､19）というものであ

る。内包的規定を図式化すれば，〔水産業〕＝〔漁業〕Ｕ〔水産養殖業〕Ｕ〔水

産製造業〕となろう（なお，ここでのＵは和集合を表す記号である)。この２つの

規定に基づく水産業の基本的特徴として，①その生産活動が自然の制約を受ける

こと，②水産物は一般に腐敗・損傷・変質しやすく商品適性に劣っていること，

が指摘されている｡〔注2〕以上のような概念規定は対自然的活動の側面を経済・社
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会的活動の側面から包括しようとしたものであるといえるであろう。

一方，新川氏〔１〕は「水産動植物を対象とし，その原生的状態にあるものを

採捕するか（＝狭義の漁業）これを養殖するか（＝増殖業）或いは，このように

して採捕又は養殖した漁獲物を加工するか（＝水産加工）の何れか，或いはそれ

らの組合せの方法による商品生産業」（Ｐ､13）が水産業であるという規定を与え

ている。すなわち，新川〔１〕の定義は〔水産業〕＝〔漁業（採捕Ｕ養殖)〕

Ｕ〔水産加工〕という図式によって表わすことができ，先の岡本氏〔８〕の内包

的規定と一致する。

上述した両氏の定義を

生産一→分配一→流通一→消費

という循環過程から整理しているのが,那覇市〔22〕である。それによれば，「水

産業とは，①水界を生産の基礎的条件として水産物を生産し，②それが腐敗しや

すいため特殊な貯蔵。加工を行って流通させて利益をあげ，③それを企画に従っ

て分配し，④特殊な生産手段を購入・整備して，さらに生産を繰り返えすという，

それぞれが特性をもった四つの活動過程を営む産業である」（Ｐ、８）。この定義

にしたがえば，基本アクティビティ゜プロセスｅバメ＝１，２，３，４），単位水産

活動エノ（ノー１，２，……，伽)，個別経営体の水産活動Ｘﾉﾚ（ん＝１，２，……,〃）

およびトータルとしての水産活動Ｘの間には次のような関係が成立する。Ｕを集

合族の和集合とすると，

〃,,Ｏ４

ＵＵＵｅｊ・

ん＝1ノー１ｊ＝１

〃

ＵＸノゥー
ルー１

１

〃
Ｕ
－
ん

，〃

Ｕエノ
ノー１

Ｘ

すなわち，「総体としての水産業は，個別的な各経営体の営む水産業の総和であ

り，個別経営体の営む水産業は単位水産活動の総和｣〔注3〕である，というわけで
ある。
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ところで，われわれは水産業について外延的にも内包的にも先にふれた諸説よ

り広い概念規定をもっている。それは八木氏〔32〕や上田氏〔６〕によって与え

られた定義である。八木氏〔32〕は，「水産業を商品生産の体系として考える立

場」に立ち，「水産業に固有の業種は，水界の自然資源に依拠し，直接魚介類を

対象として生物生産を行なう漁業ならびに水産養殖業であり，産業分類上は両者

を指して水産業と呼び，第一次産業の－部門を構成する。しかしながら漁業・養

殖業はそれのみで産業として確立しうるものではない。特有の第二次産業の関連

部門たる水産製造業・漁網，網製造業・漁船及び機関製造業等また，第三次産業

の関連部門たる水産商業・水産金融業その他の附随的業種を不可欠としており，

水産業を産業の－体系として把握する場合には，当然これらの附随的業種をもそ

の関連する限りにおいて水産業に含めて考えるべきである」〔注4〕としている。こ
れは，産業としての水産業をその前方連関及び後方連関が直接的に強い領域まで

含めて捉えようというかなり広義の定義である。これを図解してみると図一lの

ようになる。〔注5〕

図－１
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－３６－



水産業の生産構造分析（山里将晃・大城肇）

以下の議論において，われわれは岡本氏〔８〕や新川氏〔１〕が与えたような

簡潔な定義にしたがうことにする。それは那覇市〔22〕や八木氏〔32〕，上田氏

〔６〕の定義の本質的な部分を集約していると考えられるからである。

２．漁業制度の概略

漁業生産に関する基本的制度は，漁業法によって定められている。漁業法の目

的は，漁業制度の基本を定めることにより，「漁業者及び漁業従事者を主体とす

る漁業調整機構の運用によって水面を総合的に利用し，もって漁業生産力を発展
●●

させ，あわせて漁業の民主化を図ること」にある（同法第１条）。公的性格をも
●●

つ生産の場（漁場）とそこで行なわれる私的性格をもつ生産活動とし､う特異性ゆ

えに生じる諸問題に対して，円滑な解決を与えようとするところに漁業法の精神

を求めることができる。そして，この漁業法と，「水産資源の保護培養を図り，

……漁業の発展に寄与する」ことを目的とした水産資源保護法が漁業制度の主柱

を形成している。

漁業制度の概略を示すチャートは次頁のとおりである｡〔注6〕

図－２について簡単なコメントをしておこう。漁業は先にみたように水産業の中

に含まれるが，漁業法第２条によれば，「水産動植物の採捕又は養殖の事業」の

ことである。したがって，それは〔漁場＜→漁業生産〕という領域内で捉えるこ

とができ，水産業の核となる部分であるといえる。この観点から漁業制度を眺め

る場合，まず，漁業生産の場となる漁場を沿岸，沖合，遠洋に分けておくのが

便宜である。そこから漁業種類を分類することができる。それを調整主体別に整

理して示したのが図－３である。決定権が都道府県知事にあるのは，漁業権（共

同．区画．定置）に準ずる漁業権漁業と漁業調整規則に規定されている''種類の

知事許可漁業の２種である。一方，農林水産大臣に属するものには，許可漁業の

中の承認漁業と漁業法で定められた'7業種（沖縄県の場合は，そのうちの遠洋か

つお．まぐろ漁業，近海かつお・まぐろ漁業及び遠洋底曳網漁業の３つである）

からなる指定漁業の２種がある。これらの漁業種類は漁業法にもとづいて許可又
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図-２漁業生産の基本制度

漁場

…－:~:E-iH (趣雪

沿岸漁場 沖合漁場 遠洋漁場

漁業権免許

（知事）馬４F蟇Ｉ
指定漁業

(知事）

(気7章~評~司癬） 唇E~藷~i扇一棗)
「

許
認
可
（
知
事
）

許認可（大臣及び知事）

漁漁業法
漁業調整規H1［〔法的根拠〕漁業調整規則

（県条例） 水産資源保護法

その他漁業関係法令 ＿」Ｌ－

＿－－－－－－ＪL－－－－－－－－－ 漁業管理

｢房~蘂-重蘆］
＊ここでいう「承認漁業」とは漁
業法第66条第３項～第５項にお
て規定されている内容をもつ漁
業である。すなわち，主務大臣
によって決められた許可枠内で
知事が許可する漁業である。

－３８－



水産業の生産構造分析（山里将晃・大城肇）

図－３漁業種類
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；都道府県知事許可漁業

｣I怠二…這雲二二二二」
睦二割

庭

許可漁業

|ま認可されるのである。

漁業法の使命の一つとして，漁業当事者が民主的な漁業調整機構の運用によっ

て水面の総合的利用を図ることが明文化されている。そのような民主的な調整機

構としては海区漁業調整委員会と内水面漁場管理委員会が設けられているが，そ

れらは沿岸漁場や沖合漁場における漁業権漁業や知事許可漁業の調整に当ってい

る。

漁業権漁業制度は沿岸漁業を中心に営む漁業者や漁協等の漁業生産の，そして

許可漁業制度はとりわけ大・中の資本漁業経営主体の民主的で健全な発展を保証

するものである。この点については，現行の漁業制度にひととおりの評価が与え

られている。漁場利用の民主化と漁業生産力の総合的発展は，漁業法第１条に規

定された精神に沿って達成されてきたのである。しかし，、生産力の持続的発展〃

に不可欠な資源管理については，然程，効果は上がってこなかったようであ

る｡〔注7〕二百海里という海洋新秩序の中にあって，この資源管理問題はますます

大きな課題として立ちふさがってくるであろう。この点の認識は，われわれをし

て水産業の生産構造分析へ向わせしめた動機の一つでもある。
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３．沖縄県の水産業一産業構造からみた若干の特徴一

（１）沖縄県農林水産部は,昭和53年度版の『沖縄の水産業」（昭和54年３月）の

中で，ここ２．３年来の沖縄県の漁業について「下降傾向の遠洋漁業，不安定な

沖合漁業，伸び悩む沿岸漁業」という特徴づけを行なっている。昭和52年に漁業

生産額は初めて２００億円の大台にのったものの，漁業生産総量については，ここ

数年来，不安定な推移を示してきている。沖縄漁業が低迷を続けている背景には，

漁業生産基盤の整備が大きく遅れをとってきたこと，後継者問題を含む若年層不

足の問題，経営規模が小さいこと，等の構造的要因を指摘することができるが，

海況や餌料確保の難易等漁業固有の性格に左右されている側面も決して小さくは

ないであろう。

沖縄県の漁業生産の特徴を整理する前に，既述した漁業制度との関連でその概

要を一瞥しておこう。次のチャートには各項目ごとの免許件数ないし許・認可

件数が記されている。

図-４沖縄県の漁業制度
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｢共同漁業権」の件数はmaximumで表わされている。￣
沖縄県農林水産部「沖縄の水産業』（昭和54年３月）参照。
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沖縄県の海面漁業権としてはヒトエグサ，刺網，築磯漁業等を対象とした共同

漁業権が26件，黒真珠，クルマエビ，ウニ等の海面養殖に対する区画漁業権（免

許期間10年)が２１件,クロダイ小割式養殖やアサリ．ハマグリ養殖等に対す

る特定区画漁業権（免許期間５年）が12件，イワシ，メアジ等の定置漁業権が１８

件，それぞれ免許されている：

許可漁業の中の知事免許漁業には潜水器漁業（292件)，固定式さし網漁業

（197件)，かつお゛まぐろ漁業〔５～１９９９ｔ〕（90件)など11種類（923件）

のものがあるが，上限となる定数については特別の規定はなされていない。ここ

数年来，潜水器漁業と固定式さし網漁業がその比重を下げているのに対し，１９ｔ

型のまぐろはえなわ船を中心としたかつお・まぐろ漁業は増加の傾向にある。

一方，大臣許可漁業（指定漁業）には遠洋かつお。まぐろ漁業（18件）と近海

かつお･まぐろ漁業(82件)及び遠洋底びき網漁業（６件)の３種類(合計108件)が

あり，前二者はここ数年来大幅に減少してきた｡かつお･まぐろ漁業のうち８０t以上

の漁船を使用して行なうのが遠洋かつお・まぐろ漁業であり,その方は二百海里経済

水域や石油の高値安定などの状況を背景に不振に陥っている。２０ｔ以上８０ｔ未満

の漁船を使用して行なうかつお．まぐろ漁業が近海かつお・まぐろ漁業であるが，

沖縄県の場合はパプア・ニューギニアやパラオ，ソロモン諸島海域における南方

基地かつお漁業がその主力となっている。南方基地かつお漁業は，①漁獲量の年

変動が大きく安定していない，②親会社への売魚価格が出漁前の単年契約で低く

押えられている，③経営者の資本力が弱く，資金を親会社に依存するため，親会

社に従属せざるを得ない，④南方諸国との協調体制を確立するための基盤を整備

する必要がある,〔注8〕等々の問題を含んでおり，今後の展開が注目されるところ
である。

（２）図－５は沖縄県の水産業をフィジカル．タームで示したものである。資料の

制約上止むをえないが，それぞれを指数化して示すことによって相対的な動向は

わかるであろう。図－５に現われた沖縄水産業の特徴を整理すると以下のように

なる。①昭和48年を基準とした場合，海面漁業生産量は減少傾向にあるのに対し

－４１－
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図-５沖縄県の水産業（生産量の推移）
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注；沖縄開発庁沖縄総合事務局魁林水産部６．第７次沖縄農林水産統計年報」（昭和52～53年）より作成。
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て，養殖業は高い伸びを示し，水産物加工はほぼ横ばいである。②海面漁業は沿

岸２１４％，沖合５５３％，遠洋２１．８％（52年)であるが，その生産動向は沖合漁業

のそれに大きく左右されている。沖縄県の海面漁業においては，近海かつお１本

釣りや遠洋底びき網，遠洋まぐろはえなわが大きな比重を占めているが，沖

合漁業の場合，その主力である南方かつお漁業（近海かつお・まぐろ漁業として

許可されている）が大きな影響力をもっている。しかし，それは大手水産会社の

船団を構成するものであり，県内での流通機構にはのっていないという点に留意

する必要がある。以上のことは，沖縄水産業が外的要因によって左右される面が

いかに大きいかを示す側面である。③養殖業は漁業生産量に占める比重は1.4％

（52年）と小さいが，生産額では漁業生産の７１％（52年）を占め，比較的高い

収益性を示している。④水産物加工は50年以降やや後退しているが，その内容は

あげかまぼとを中心としたねり製品が７０９％を占め，節類１３１％,あらかす８６

％，冷凍食品３０％，その他となっている。総じて加工度は低いといえよう。

（３）沖縄県経済の過去における成長率は決して低いものではなかった。ちなみに，

昭和40年度から52年度にかけての実質県民総生産の年度平均成長率は７．１％（実

質国民総生産のそれは８．２％）であった。このようなテンポで成長してきた沖縄

県経済の産業構造についてはその脆弱性やいびつさが指摘されているところであ

るが，ここではそのような議論に立ち入ることは止め，今日まで形成されてきた

沖縄県の産業構造の中にあって水産業がどのような特徴をもって推移してきたの

かを特化構造と相対生産性に視点を定めて吟味することにしたい。

変数間の相対的重要度を表わす手法の一つに特化係数による分析がある。具体

的には，特定地域の特定産業が全体の平均的産業構成からみて，どの程度相対的

に偏在しているかを示すのに用いられたりする。いま，ノャ地域（都道府県レベル）

のj産業の特化係数を噂'で表わし,産業の特化の程度を(県内)純生産を用い
て示すことにする÷,噂'は次のように定義される。

‘/L三/÷≦/學［*’
－４３－
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ここで，

ｴﾀｰ馳域のj産業の純生産
工Ｌ馳域の(県内)純生産一軍ｴﾉ，

ｚＡ

ｘｊ＝全国の'産業の純生産一言ヱハ
ｘ＝国民純生産－２ｴしぎｘｒ謂ｴﾀﾞﾙ２

(*)式より｡露〉,すなわち塗が庵〉x,／xまたは工穿／ｘｊ〉ｴﾀ／
ｘならば，ｈ地域のｊ産業の構成比はｊ産業の全国平均構成比よりも高い（別言

すれば，ｊ産業の純生産に占めるん地域の割合が当該ﾉｾ地域の県内純生産の国民

純生産に占めるそれよりも高い）ことになり，ノヤ地域はｊ産業に特化している(あ

るいはｊ産業はﾉｾ地域に特化している）といわれる｡ﾋﾞﾀ＜'ならばん地域はｊ産

業に非特化の状態にあり,ど'－１ならば全国平均と同一の特化構造を有している
（全国の、縮図”である）ということができる。

沖縄県の産業構造を特化係数の大小から眺めると，①当県は公務（51年度の特

化係数は17660），建設業（同15000），サービス業（同14596），水産業（同

13750），金融・保険業（同１２４５６）等に比較的特化しているが，製造業（同

02978）についてはかなりの非特化となっている，というのが一つの特徴である。

また，②復帰後の特徴として，建設業が特化度を高めつつある，ということを指

摘することができる。それは，復帰後の海洋博を契機とした公共工事の大量発注

や個人住宅建設需要の盛り上がりを反映したものと思われる。なお，第１次産業

と第３次産業の特化係数は比較的大きい（それぞれ12400,12395）が,第２次

産業については05670であり，沖縄県においては非特化である。

沖縄県の県内純生産に占める水産業の割合は，昭和40年度の１５％から45年度

と48年度の１３％へ，そして51年度の１１％へと低数値で推移してきた。ところ

で，それらを全国水産業の構成比と比べると０．３～０６ポイント高めである。全

国の場合は，４０年度（１１％）→45年度（０８％）→48年度（０７％）→５１年度

－４４－
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（0.8％）となっているので，沖縄県の水産業の特化係数は40年度（13636）→

45年度（16250）→48年度（18571）→５１年度（13750）であり，比較的高い

特化度を示している。なお，全国の水産業特化地域の分布状況をみると，５１年度

については長崎県（7000）が最も高く，高知県（6.250），青森県（4250)がそ

れに続いている。

沖縄県の産業別年平均成長率指数と特化係数の相関を示したのが図－６である。

横軸には48年度から51年度にかけての産業別純生産の年平均成長率指数(呈参／
Jc参)／ＣＷ工陶）〔卜沖縄県〕をとってあるが,，00（-,75%)が全産
業の平均値である。縦軸には51年度における沖縄県の各産業の特化係数がとられ

ている。なお，単回帰分析は51年度についてのものである。あてはまりは決して

良好ではないが，何がしかの情報は得られる。

図-６産業別成長率指数と特化係数
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なお．沖抑IAuA4内純'|{廉の柵成比（51(Ｍ[）にしたか,て次のような印をlIlいた，
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この図からいえることはシ成長率指数が全産業平均より高い値を示している産業

の特化係数は大きくなる傾向があるのに対して，より低い値を有する産業におい

ては特化係数は低落傾向にある，ということである。例えば，沖縄県の製造業は

もっとも低い成長率をもち，かつ最も非特化の状態にある。製造業の年平均成長

率指数は０３３であり，それゆえに相対的な特化度はますます小さくなって，４８年

度＝0.3523→51年度＝０２９７８となっている。他方において，復帰後の成長率が

最も高かった公務が当県においてより特化した産業となっている。ただし，公務

の県内純生産構成比は８３％（51年度）と低いこともあって，沖縄県経済の牽引

力としてはむしろ建設業やサービス業，卸・小売業の方が強かったと思われる。

沖縄県の水産業は比較的特化度の高い産業である。４５年度から48年度にかけて

は年平均成長率指数（１０９）が全産業平均の１００を越えたこともあって,４８年度

には全産業中最も高い特化の状態にあった（特化係数＝18571）。ところが，成

長のテンポが全産業平均に及ばない程の緩やかなものとなるに至って，４８年度か

ら51年度にかけての特化係数は０４８２１ポイントの低落となった(48年度～51年度

の年平均成長率指数は０５７であった）。いずれにしても，水産業は沖縄県におい

て特化した産業の一つであり，それは沖縄県の地域特性を反映したものと解する

ことができる。したがって，今後の発展可能性に期待のもてる産業の一つである

といえるが，この側面は相対生産性からも窺える。

ｊ産業の相対生産性をＱｊで表わすことにすると，Ｑｊは次式によって定義され
る。

Q`一言/÷等/ぞ (＊＊）

ここで，ＹｊとＬｊはｊ産業の純生産及び労働力であり，Ｙ＝ｚＹｈＬ＝ZＬｊ
２ ｊ

である。（＊＊）式にもとづいて算出した産業別相対生産性は図－７に示されて

いる。４０年度から51年度にかけての水産業の相対生産性Ｑｍは１００≦Ｑｍ≦１７５

なる領域内で推移してきた。この11年間，水産業における労働力１人当り純生産

－４６－
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'よ産業全体の労働生産性よりも高く，安定的な高い生産性をあげてきたといえる。

51年度についてみると，金融・保険・不動産業の６．１６，公務１５４に次いで水産

業が１３８となっているのである｡なお,農林業は最も低い相対生産性を示し（０３５)，

効率の悪さを現わしている。

図-７特化係数と相対生産性

2０

８
６
４
２
０
８
６
４

１
１
１
１
１
０
０
０

沖
抑
県
別
年
度
特
化
係
数
（
県
内
純
生
産
〉

･公枅

Ⅱ

ゴル
･水産粟（138,138） 金融･保険・不動魔業

銅１次廉業 ｂ１
Ｌ。

●

農林業

{職:雛辮水適薬
Ⅳ）節２次廉業

・製巡業

０２

０
｢扁扁丙戸訊扁同汽一01０２０３０．４０５０６０７ 0.8０９ ０

昭和51年度相対生塵件

注６゜５廠璽別所ｉＩｌ榊成比か20先以Ｌ

ｏ；” が10＄以上20第米演
” かIOR;未満●０

沖鯏ＩＭ４ｒ叺民所得銃11↑轍侍何.０（ｗＩｈｌ５３ 沖1,県労商郎０労働維済指標」（WIhl53fI;）より作成“

相対生産性Qjと特化係数島との間には明確な相関関係は見られないが,図

－７にそって各産業をグルーピングすると次の４つのタイプにわけることができ

る。

（１）（ｊｌＱｊ≧100かつどｊ≧100）

＝｛公務，水産業，サービス業，金融・保険・不動産業；第３次産業｝

－４７－
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（１１）｛ｊｌＱｊ＜100かつどｊ≧100｝

＝｛建設業，卸・小売業，農林業；第１次産業）

（１１１）（ｊＩＱｊ＜100かつどｊ＜100）

＝｛運輸・通信・電気・ガス・水道業）

（1v）｛ｊｌＱｊ≧１００かつどj＜100｝

＝（製造業；第２次産業｝

沖縄県の水産業は公務に次いで高いＱ/とビガの組合せ（Ｌ38,13750)Ｓ､51ＦＹ
を有しているのである。

Ⅲ水産業の生産構造

１．漁業生産の特性

すでにふれたとおり，水産業は漁業・養殖業と水産加工業を包摂した概念であ

り，したがって水産業の生産構造を分析するに当っては，漁業・養植業及び加工

業についての特徴をそれぞれ個別に吟味しておくことが１次接近としては賢明で

あると思われる。なお，ここでの生産構造という用語は生産活動におけるinput‐

output関係でとらえられる「技術的側面」に限定されることを予めお断りしてお

きたい。

outputの加工程度に応じて漁業,農業及び製造業の技術的側面に現われた諸特

性を整理して示したのが表一,である}注，〕漁業生産の基本的生産要素は③水産
動植物，⑤漁場，①漁船・漁具及び④労働力であり，生産活動の結果産出される

outputは水産漁獲物である。これらinput-outputについては若干の補足的説明

が必要である。①inputとして捉えられる水産動植物には水界を生活環境として

存在する動植物の一切が含まれ，それは生産活動の、対象物”として存在する。

この段階では水産生物学的な賦存量だけが問題となり，経済的な利用可能性は不

問に付される。このような天然的状態にある水産動植物は「無主物」であり，広

大な水界で自由な可動性をもっていて，所有権は確立されていない。無主物とし

ての水産動植物と取引の対象として既に占有（私有）されている種苗や原材料と

－４８－
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表１漁業生産の特性

－４９－

漁業 農業 製造加工業

基 本的

生産要素

水産動植物

①種苗，原材

料の特性

②

③

生産の場の

特性

生産用具の

特性

①
②
③
④

水産動植物

漁場

漁船・漁具

労働力

無主物

ａ）公共の用に供

する水面

b）立体的・重複

的利用

c）可動性を有す

ろ

a）空間的可動性

を有する

ｂ）漁船は複合的

に生産手段を

体現化してい
る

苗
畑
具
力

機
働

種
田
農
労

①
②
③
④

取引対象の私有物

ａ）一定の区画さ

れた私有地

b）平面的・排他

的利用

ｃ）固定性を有す

る

土地に固定されて

いる

料
場
備
力

材
鰍
働

原
工
機
労

①
②
③
④

取引対象の私有物

a）一定の区画さ

れた私有地

b）平面的・排他

Ｃ

的利用

）固定性を有す

る

空間的固定性を有

する

生産規模拡大の

基本要件

漁船の規模拡大に

よる。但し ，
この

場合，水深や魚種

等の変動を伴なう

耕地面積の拡大ま

たは土地肥沃度を

高める

機械化によって資

本集約度を高める

産出物
水産動植物（漁獲

物）

農産物 製造品

Input‐Output
の関係

採捕または養殖 成育・耕作 変形（製造加工）
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のちがいが，漁業と農業や製造業との基本的な生産構造上の相違を生み出してい

るといえる。②生産活動の行なわれる、場"としての漁場は，固定性を有し一定

の区画された私有物という枠内で水平的・単一的に利用される耕地や工場とは異

なり，原則として不特定多数の使用に開放されている包括的な公共用水面であり，

立体的・重複的に利用される。したがって，その利用に際しては，漁場の公共性

ゆえに利用者間でプラスないしマイナスの外部効果が発生する可能性があるのに

対し，農業や製造業の場合は部外者の使用は排除せられ，外部効果の発生する可

能性は前者よりも小さいといえよう。③生産用具としての漁船は海上にあって空

間的移動性をもち，漁具をはじめ労働力などの生産要素を複合的に体現化（ｅｍ‐

bodied）している。これとはちがって，農機具や種々の機械設備装置は農地や工

場に付随してセットされる。④以上のような生産要素の特性は生産規模拡大を推

し進める基本的要件にも差異をもたらす。すなわち，農業や製造業においては耕

地面積の拡大又は土地肥沃度を高めたり，機械化によって資本集約度を高めたり

して規模拡大ができるのに対し，漁業においては漁船の規模増大と性能を高める

ことによって操業活動の半径を拡大することが基本要件となる。ただし，この場

合，水深や魚種等の変動を伴なうのが普通であるから，漁船の規模・性能の増大

が即生産性の比例的増大を導くとは限らないのである。〔注'0〕⑤漁業法の規定に従

えば，「水産動植物の採捕又は養殖の事業」が漁業である。したがって，漁業生

産におけるoutputは天然に棲息存在している無主物の水産動植物を経済的見地

から「採捕」（法律的には，無主物先占という原始取得）をすることによって，

あるいは収穫の目的をもって水産動植物に人工手段を加えた養殖によって得られ

る水産動植物である。このようなinput-outputの物理的側面に着目すると，漁業

生産における加工の程度は鉱産物同様に極めて低い。

２．水産業の生産モデル

先の①～⑤の特性をもつ漁業生産は，加工度の低さから原始型産業と呼ばれる

ことがある。この原始型産業と製造加工業のinput-outputの技術関係Ｔ２はそ
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れぞれ図－８，図一９のように示すことができる。〔注11〕

図－８漁業生産モデル

函input

/水産

動植物

'水産

動植物
採捕・養殖

Ｗ ＴＣＵ Ｘ
「－－－－－－－ 一一一一一句

③
●

漁
漁
労
帥

船
具
働

L－－－－－－Ｖ－－－－－－－－Ｊ

図－９製造加工業生産モデル

input Output

座刃
資本
士地
労働

変形

Ｘ T)８ Ｙ

Tα，Ｔβを陰関数表示で表わすと，

Ｔａ（Ｄ1,…，ｚﾉﾉi，ｚ(ﾉ1,…ｚ(ﾉ々，Ｚ１，…エノ）＝０，

Ｔβ（工1,…，エハヅ１，…；シｓ）＝０

（１）

(2)
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となる。ここで，(1)式において，9ｅＶ（生産用具・手段等），ｚｕｊＥｗ（水産

動植物），工ｊＥＸ（水産動植物）であり，(2)式においては勺ＥＸ(生産要素)，

笏ＥＹ（製品）である。漁業生産Ｔαにおいて，ＷとＸとの間には生物学的には

同質のものが存在し，Ｗ．Ｘなる関係が成立する。

いま，inputを負のoutputとみなし，(1)式で（ん＋ﾉｾ＋ノ）＝腕，(2)式で（γ＋

ｓ）＝〃とおくと，(1)式と(2)式は以下のように書き替えることができる。すなわ

ち，

Ｔｂ【（工，，工沙…，工加）＝０，(1)′

Ｔβ（ｼ1，’２，…，ｼ〃）＝０．(2)′

完全競争のもとでＸとＹの価格ベクトルＢｃとPyが与えられると，漁業生産及び

製造加工業生産から得られる利潤町はそれぞれ次のようになる。

〃Ｚ

'ｒａ－ノミ,P内，
〃

派β=ノミ,Pﾉｼﾉ.

漁業生産者はこの汀αを生産関数(1)′の条件の下に最大ならしめるように操業を

行なうという行動仮説を採用すると，主体的均衡条件は次の最適化問題を解くこ

とによって得られる。

〃Z

MaxiInize兀α＝、ＺＰｊエノ
２＝1

SubjecttoTa（工ルエ2,…，工加）＝０． (３）

(3)式より主体的均衡の必要・十分条件は

。（兀α－スＴα）＝０，ｄ２(兀α－ﾉlT1cz）＜０（４）

で与えられる。ここで，スはラグランジュの未定乗数である。(4)式の必要条件か

－５２－
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ｂ

に互襄ニパビエ…
また，十分条件は。Ｔα＝Ｏの制約の下で

加沈ａ２Ｔｃｚｄ工ｊｄエノ＞０‘,T・一夏,二伽杓
が充されなければならない。同様にして,製造加工業生産については

。（江β＿〃Ｔβ）＝0，．２（元β－αＴβ）＜Ｏ（５）

が主体的均衡の必要かつ十分な条件となる。なお’四はラグランジュ乗数である。

主体的均衡条件(4)については補足的説明を要する｡漁業生産者が均衡操業をし

ていない状態，すなわちＰｊ≧ス（oTcz／０エノ）なる条件のもとでの操業を考え

てみよう。この場合，過少操業または過剰操業という不均衡状態が持続されるこ

とになるが，いずれの場合も水産資源の有効利用という観点からは望ましい状態

ではない。前者はその社会の潜在的可能性をフルに活用していないという意味に

おいて，後者は水産動植物の自己増殖率を上回る採捕によって早晩水産物資源の

枯渇を招くという意味において，資源の非効率的利用がなされているのである。

尤も，このような状態はtime-lessの完全競争の仮定の下では自律的。瞬時的

に解消されてＰｉ＝ス（oTcz／ｏエノ）が成立する，というのが伝統的経済理論の

教えるところである。不完全競争を含めた不均衡状態での議論はまたの機会にゆ

ずりたい。

われわれはここに至って水産業の生産モデルを明らかにすることができる。そ

れは，定義に従って，生産技術TtzとＴβを接合すれば得られる。

－５３－
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図-１０水産業生産モデル

尿壼臺i殖i'1）output／input

】ＵＬＬ

input

｢T二
一一一

水産動植物 水産加工物

＜＞ Ｔ－－－－－－－－－－－－－－－Ｊ

餌,生産用具・手段

図-10において，まず，複合的に諸々の生産手段を体現化している漁船Ｖを用い

て無主物として存在する水産動植物ｗに働きかけ，採捕または養殖した水産動植

物エノがoutputとして生み出される。この段階までは狭義の漁業生産である。

ところで，水産業はそこにとどまるのではなく，それは漁業生産活動によって水

揚げされたエオを他の生産要素工jｅｘ（侍/）とともに生産技術Tβにinputと
して投入し，水産加工品Ｙを産出するプロセスまで含めるのである。

(1)式～(2)’式のもとで，ＴαとＴβを包含した生産技術Ｔを関数形で表示すると，
(6)式のようになろう。

Ｔ（工１，･･･，エノ（zﾉ,，…，ｚﾉｶ，ｚ(ﾉ,，…，ｚｕﾉｬ），…，工加，

〃１，…，殆）＝0．（６）
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ここで，－エノーンバノ－１，２，…，腕）として表わし，（加十ｓ）＝〃とおく

と，(6)式の代わりに

Ｔ（ｙ,，…，ｼﾒ（D,，…，２１ﾉｶ，zu1，…，ｚ(ﾉﾉﾚ），…，〃〃）＝０(6)′

を得る。水産業生産における主体的均衡条件は，(4)式や(5)式と同様に導出するこ

とができる。すなわち，

‘（兀一スＴ）-0,ｄ２（兀一スＴ）＜０， (７）

〃

元＝２Ｐノンｊである。
２＝１

ここで，

技術Tczと技術Ｔβを(6)式のように結びつける際に留意しなければならないこ

とは,Ｔαに含まれる任意の，jｅＶ（ｊ＝１，２，…，ノb）がＴβの任意の労Ｅ

Ｙ（ノー１，２，…，〃，ノキノ）へ及ぼす影響についてである。ＤｊＥＶは前述し

たように，通常の製造業におけるinputとは異なった性格をもつものである。い

まｚﾉﾉは生産用具を体現化した、漁船”に代表されるものとすると，一般には，

△zﾉﾉ＞０は資本装備率を高めることによってその操業範囲を拡大ならしめ，操

業状況の好転を結果する（△ツノ＞０）ことが期待される。しかし，△Djは△z(）γ

（γ＝１，２，…，ｈ）≧０を付随的に引き起こすことに注意しなければならない。

つまり，ｚ(ﾉγ＝Ｐ（zﾉﾉ）であるが,△、ｊの方向と△z(ﾉγの方向が一致する(・'＞O）

ことは必ずしも保証されないのである。けだし，〃γＥｗは具体的には無主物とし

ての水産動植物の種類や量を示すものであるが，その分布は均一的稠密性をもつ

ものではなく，海況や潮流等の気象条件をはじめ海水塩分の濃度やプランクトン

の分布密度等によって左右されるからである。かくして封鎖モデルを考えると，

エノ（＝－シｔ）を直接中間投入物の１つとして投入し，その結果得られるｙｊＥＹ

（ノー１，２，…，〃，ノキノ）の方向をＤｊＥＶのz(）ｊｅＷを経由する動きによっ

て確定することは容易なことではないであろう。(6)'式から

－５５－
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吻
冗

(識慧+釜夛慧鶉)傷
(ノー１，２，…，〃，ノーｊ） (８）

を得るが,(8)式における三(a難／伽,)（伽r/,，j)は漁場の諸条件(海況，
潮流,水深，漁種等）によって正．O・負のいずれをもとりうるから,０T/0分
＞０（ノー１，２，…，〃）を考慮すると，

|淵慧'二|紛鶏鰐|負誇三, (9)

なる関係が成立する。漁船規模Ｄｊを拡大して資本装備率を高めたとしても,２０/

の動き如何によっては必ずしも豊漁が保証されるとは必らず，大幅な赤字を計上

することも考えられるのである。この場合，ｼﾒを原料として使用する水産加工業

は原料不足とコスト高に直面せざるをえない。(9)式における０労／ａＤｊの符号に

ついて起こりうる可能性の大なるケースは６分／oDj＞０であろうということは

言えるが，０笏／aDj≦０なるケースも場合によっては起こりうるということに

留意する必要がある。そして，それは漁業生産のもつ特性にもとづくものである。

このようなことから，漁業生産において資本を投下する際に生ずるリスクはかな

り高いものであるといえよう。

３．漁業生産における外部効果

漁業生産が製造業や農業の生産活動と本質的に異なる点は，公共的性格を有す

る漁場において無主物としての水産動植物を採捕ないし養殖をするというところ

に見出される。かかる性格ゆえに，漁業生産者の間に外部効果が生じ易く，時と

して水産動植物の先占を競って漁業生産者間に粉争が生起したり，領海をめぐる

国際間の緊張が高まったりすることがある。公共的性質を有する空間において利

－５６－



水産業の生産構造分析（山里将晃・大城肇）

潤追求をめざす私的活動が行なわれることから，そこには必然的に利害の対立す

る状況が醸成されているといえるが,それは当事者間の生産活動がお互いの利潤関

数ないし費用関数に与える効果として集約することが許されよう。漁業生産の特

徴を理解する手だてとして，この点の考察を以下では試みてみたい。

上記のような考えは外部経済論の－系譜である。ある生産者のoutputの変化が

他の生産者の総費用関数や利潤関数に及ぼす効果によって外部経済・外部不経済

を定義しているものにはHenderson-Quandt〔30〕や櫟本氏〔18〕を挙げること

ができる。Henderson-Quandt〔30〕は，当該産業のoutputの増大がその産業内

の各企業の総費用曲線を下方（上方）へシフトさせるとき，外部経済（外部不経

済)が実現されるＩ注'20という定義を与えているのであるが,それを利潤関数に及

ぼす効果という観点から定義づけしているのが櫟本氏〔18〕である。

いま，ｈ－１，２，…，〃について漁業者ﾉｾの漁獲物ｼﾉﾚの市場価格をＰｈとし，

総費用関数ｑｂと利潤元ﾉｾを次のように規定する。すなわち，

C/b－Ｃｈ（〃,，シ２，…，〃〃），ａＣﾉｬ／〃ん＞０，

a2qb／〃》＞0， 0０

元々＝Ｅｈｙｈ－Ｃﾉｾ（ｙ，，豹，…，シ〃）ノセ＝１，２，…，〃．ｕl）

この場合，漁業者冷の主体的均衡条件は

oＣｈ（ヅルヅ２，…，ｼ〃）
U2）恥＝

Ｏ〃ん

a2Qb(ｼ１，ｼ２，…，ｼ〃）
＜０ (13）

〃莞

ｈ＝１，２，…，〃

で与えられる。
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われわれはHenderson-Quandt〔30〕の用いる、externality葱に櫟本氏〔18〕

と同じく「外部効果」という語を当て，それを次のように定義する。

〔定義〕〃人の漁業者の中から任意の２人（漁業者γと漁業者ｓ）を選んで

きたとき，ｕＯ式と(11)式のもとにおいて，

ａ元γ

>･(or鶚<0)・正の外部効果

-゜(or鶚-0)･外部効果帆

<,(or鶚>の②負の外部効果

(１）
ａ，Ｓ

ａ７Ｚγ
(２）

ａヅs

o元γ
(３）

aシｓ

(γ，ｓ＝１，２，…，〃，γ一ｓ）．

すなわち，漁業者ｓの漁獲量鮒の増大が漁業者γの利潤関数汀γを上方にシフ

ト（ie,総費用関数Ｃγを下方にシフト）させるとき，正の外部効果が存在すると

いい，逆の場合には負の外部効果が存在し，漁業者ｓの生産活動が漁業者γの利

潤関数や総費用関数に何ら影響を与えないときには外部効果は存在しない，とい

う。

〃人の漁業生産者の中から任意に選ばれた代表者γとｓが互いに及ぼし合う外

部効果を検討してみよう。漁業者γと漁業者ｓの利潤関数を次のように示す。こ

こにαはシフトパラメーターである。

αα

河ｒ癒小'ハル虚）‐P偽，ﾙｰｃｗＭｓ）

ん＝γ，ｓ＝１，２，…，" (11)′

ul)’式は，耳に任意の値を外生的に付すことによって得られる利潤の各水準に対

－５８－
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応したヅγと‘Ｓの組合せを表わすものであり，「等利潤関数」と名付けられるも

のである｡〔注13〕Ｕｌ)’式で表わされる漁業者γの等利潤関数の飾軸から眺めた公

配は,

竺一(Ｐｒ悪)／:二．ヅァ
(14）

＊

|とよって与えられる。主体的均衡の必要条件U2)式が成立する均衡水準シγでは，

｡"s／dルー０となりル軸に水平な勾配を示す｡また,均衡水準鼻で測った

等利潤曲線の勾配の変化率は，

一一一

恥一帆

２

器/:二 U5）

となるが,十分条件式(131の下では穴γ／〃;＞Oであるから，

叢臺｡⑧ ａＣγ

゜②鵲二、

ニ
ン

0０
６％

が成立する。すなわち，漁業者γが漁業者ｓから正の外部効果（０Ｃγ／〃S＜0）

を受けるとき，等利潤曲線は下に凸となり，負の外部効果（０Ｃγ／o鉛＞０）を

受けるときは上に凸となるのである（図-11)。なお,定義より冗9＜">＜宛；

＜…となる。換言すれば，ａＱ／〃ｓ＜0（０汀γ／O‘ｓ＞Ｏ）のときはより上方

の利潤曲線で示される利潤が大となり，０Ｃγ／〃s＞０（０吋／〃S＜Ｏ）のとき

はより下方の利潤曲線によって示される利潤が大となる。

漁業者γの利潤最大化漁獲量ヅザは,漁業者ｓの任意の漁獲量飾に対してacr

／〃γ＝Ｂをみたす漁獲量である。この条件をみたようなすべての均衡点を結

んで得られる曲線は漁業者ｓの漁獲量に対応した漁業者γの最適漁獲量を表わす

軌跡であり，それは漁業者ｓの漁獲量水準の変化がもたらす漁業者γへの外部効

－５９－
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図－１１

3ｔ 鉛

０ ０ 汁

〔注14］

果の正，負を表わす曲線ともなる。この曲線は「外部効果反応曲線」のγと呼

ばれ，一般的には，次のような条件を満足する。すなわち，（10式と(11)式のもとで，

所与のＰｈに対し，

薑恥舞>･｝
Oqb（汁，3(s）

{Ｕｗ’ ルーγ,ｓ・Ｕ７）のｈ＝
O雌

伽式においてﾉｬ＝γとして〃γ軸からみたのγの傾きを求めると，

鶏/鑑

処
雌

(18）

となり，次の関係が成立する。

叢三一,二詮-念(纂)三ｑ ｑ９

このU9I式は外部効果反応曲線のγの勾配と「限界外部効果」０（０Ｃγ／０３６)／o汁
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の関係を示すものである。０（ａｃｒ／〃s)／〃γと０町／a外の符号について

は一義的な関係は存在しないが，それらの一致する可能性の大であることが指摘

されている｡〔注15〕したがって，われわれはU9I式と先の〔定義〕より,

畿三,⑧鵲三, (201

が支配するcaseについて吟味することができる。すなわち，漁業者γが漁業者ｓ

から受ける外部効果０汀γ／ｏ〃sが正，０，負となるに応じて,外部効果反応曲線

のγは吟軸に対して右下り，垂直，右上りとなる（図-12)。

図－１２

〃（ａ元γ／0釣＝ＯｏｒａＣγ／０３６＝０のとき）
鉛

）
pγ／Ｏ元ﾉﾀﾞ／0"｡＜ｃ ｏｒ

のとき

ｎ
Ｊ

γ

～
１
－
１
ｊ
〃
》

鵬／Ｏ〃γ／０１兆＞OＣ

うしγ／ｂＩｙｅ＜００

０

以上の議論は外部効果の因果が漁業者ｓ→漁業者γという形のものであったが，

01)′式以下の議論において添字γとｓを置き替えると漁業者γ→漁業者ｓなる因

果関係をも説明することができる。漁業者ｓの外部効果反応曲線のsは⑰式でん

＝ｓと置いたものであり，のｓをシγ軸からみた勾配は
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の
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を得る｡U，’式ないし(20′式より漁業者ｓののsを描けば次のようになる。

図－１３
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図-12と図-13から，〃人の漁業者の中から任意に２人の漁業者γとｓを選ん
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だときの外部効果の作用し合う可能性は，（３×３）ｃａｓｅ存在することになるが，

ここでは両漁業が互いに正の外部効果と負の外部効果を与え合う２つのcaseを考

察することにし，そこから漁業者均衡の安定条件をも引き出すことにしたい。

両者が互いに新漁具の紹介や好漁場・漁況についての情報交換等を通じて正の

外部効果を与え合っている場合，

△ﾂﾞｧﾐＯ→△Ｃｓ≦０→△鉛≧０→△Ｃγ≦0

なる反応メカニズムの下で，両者は漁業生産活動を営む。図-14において両者と

も不均衡なる点αで操業を行なっていたとしよう。

図－１４
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図-14においてル,のsはそれぞれ漁業者いの外部効果反応曲線であり,ＭCザ
は漁業者γの限界費用曲線（供給曲線）０Ｃγ／0汁を表わし，αはシフトパラメー

ターである。Ｍｃ;`についても同様の解釈を許すものとする。さて,漁業者γと
ｓは利潤最大をもたらす漁獲物を採捕すべく，α点から出発して漁獲調整を行な

うであろう。いま，漁業者ＭＷＳを６点まで増大せしめたとすると，漁業者γに

とっては総費用関数が下方へシフトするが，この点６ではａＣγ／０，γ＞Ｐγであ

るから，漁業者γはｃ点まで操業短縮を行なわなければならないであろう｡漁業

者γのｃ点での漁獲量に対して漁業者ｓはOCS／０斗＞ＰＳに直面するからｄ点

まで漁獲量を減少しようとする｡以下,このような〔漁業者γ＝漁業者s]という反応を

通じて漁獲量は調整され，Ｅ点で示される均衡点に倒達する。そしてＥ点で最適

漁獲量（ﾂﾞｼﾞ，鐘）と両者の均衡相対価格Pi／Pｻﾞが決まるのである。

次に両漁業者の漁業生産活動がお互いに負の外部効果を与え合うcaseを考えて

みよう。これは，狭隣な漁場でありながら互いに先占権を競って過剰資本装備に

奔走したり，あるいは違法手段に訴えて相手の利潤を引き下げることに両者とも

策をめぐらしている場合などに起こりうるｃａｓｅである。この場合ののγとのｓは

ともに右下がりの勾配を示す（図-15）。両者はα点で示される不均衡状態にい

たとしよう。すると，漁業者ｓは利潤最大化をめざしてｙｓを減少させるべく操

業を行なうであろう。この場合，漁業者ｓの限界費用は直接的にはｂまで減少す

るが，漁業者γの反応によって直接的な減少を相殺してあまりある負の外部効果

が生じ，MCS曲線は上方へシフトする。一方，漁業者γの限界費用は６点まで減

少し，的を増加させる力が働く。このような作用･反作用を通じて両者の操業は

行なわれるが，決してＥ点で示される均衡状態に到達することのない不安定な体

系となる。したがって，均衡相対価格（氏／Ｐγ）も実現されることはない。

図-14と図-15についての議論から類推されるように，存在する外部効果が正

であろうと負であろうと，任意の２人の漁業者が漁業生産を行なっていく上での

体系の安定条件は，（18)式と(18)′式より
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２

－且一二z二／
ａ〃γ

a2Cγ
２

，;;;麦/器＞
〃γａ鉛

で示される。すなわち，漁業者γの外部効果反応曲線が漁業者ｓのそれより急な

勾配をもつことである｡〔注16〕

図－１５
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以上では，両漁業者が互いに①正の外部効果を与え合うｃａｓｅと，逆に②負の

外部効果を与え合うｃａｓｅを吟味した。しかし，起こりうるcaseはそれらがすべて

ではなく，（191式と(191′式からわかるように合計９つある。すなわち，③漁業者の

一方が他の漁業者に正の外部効果を与え，後者が前者に負の外部効果を与える

case（２個)，④少なくとも一方に外部効果が発生しないｃａｓｅ（ただし，外部効

果が全く存在しないということではない）（５個），がある。

漁業生庫はその生龍活動の行なわれる空間的な場と対象物が公的性格をもつが

ゆえに．漁業生産者間で外部効果を誘発する可能性をもっており，したがって，

その点の考察をぬきにした漁業生産構造分析は不十分といえよう。

Ⅳむすびにかえて

われわれは水産業の生産構造を検討するに当って，まず，水産業の概念規定を

サーベイすることから出発した。それは水産業の守備範囲を押え，その特性を把

握する上での不可欠の要素だからである。水産業の概念規定には表現上の広狭の

差はあれ，大方の見解は〔水産業〕＝〔狭義の漁業〕Ｕ〔養殖業〕Ｕ〔水産製造

加工業〕という定義に収散していると理解してよかろう。

沖縄県の水産業は県内純生産に占める比重こそ小さいが，①特化係数は他の産

業に比べると相対的に大きい部類に入ること，②県内産業の中では相対生産性は

高く，比較的安定的な高生産性をあげていること，などの特徴をもっている。こ

れらのポテンシャリティを前向きに活かしていくことは，水産業にとってのみな

らず，沖縄県の今後の産業政策にとっても大きな意味をもつこととなるであろう。

しかし，現実には若年労働力の減少や後継者問題，資本蓄積の立ち遅れ，海況や

餌などの外生要因による変動等が絡み合って，漁業生産を停滞に導いている不安

材料が山積している。これらの不安材料にいかに対処していくか，に今後の沖縄

水産業の盛衰はかかっているといえる。

ところで，水産業への経済学的アプローチの弱さが指摘されているところであ

るが，その大きな理由として水産業のもつ広い学際性を挙げることができる。し
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かし，経済学自身に帰する側面もあると思われる。伝統的経済理論は資本主義経

済がかなりの程度まで発達している産業社会を対象とした基本的なフレームから成

っていて，水産業のような原始型産業に対しては必ずしも積極的な分析を展開し

てきたとはいえないからである。

われわれは本稿において水産業の生産構造を生産関数で示される技術的側面に

限って分析することを試みた。水産業が他の産業と基本的に異なる点は，①漁業

法という法的な枠をはめられた公共的性格をもつ漁場において，②無主物である

水産動植物を③漁船等を媒介にして採捕する，という側面を有していることであ

る。しかも，それは不確定要素によって左右される面が多分にある。そのような

特性をもつ漁業ないし水産業の技術関係を明らかにしようとしたが，必ずしも

十分だとはいえない。

水産業，とりわけ漁業がもっている海面利用の公共的性格と水産動植物の無主

物性に着目し,Henderson-Quandt＝櫟本モデルを援用して漁業者間に生起する

生産活動面での外部効果の分析も試みてみた。そこではもっぱら水産業内の漁業

生産者にスポットはあてられていたが，海は多目的利用に供されていることもあ

って他産業との関係から生ずる海域汚染等の外部性にも十分注意を払う必要があ

る。

水産業を１つの産業として研究する上で，それが成立する前提となっている生

産構造の分析は不可欠であると思われる。その意味において，本拙論は水産業へ

の経済学的アプローチの予備的考察であると考えている。したがって本稿で展開

された議論の精徴化を含めて残された課題が多くなってしまったが，これらの論

究は次の機会に譲りたいと思う。本拙論が熱海からの発想〃を求める第一歩とな

れば望外の喜びとするところである。

〔注〕

（１）例えば，「漁業の動向に関する年次報告」（文献〔23〕）や及川・佐々木〔７〕

を参照せよ。
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(2)岡本Ｌ８１Ｐ､２５～３１．
４

(3)那覇市〔221Ｐ､７．水産業が一つの産業として完結している時の単位水産活動.Ｕｅｊ
２＝１

は次のように示される。

′
〆－－-－－￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一へ

、

二塗
／

、
￣

(4)これは上田〔４〕Ｎｕｌや上田〔６］Ｎｕｌに引用されている八木〔32〕を再引用した。

(5)上田〔６〕ＮＭに掲載の「水産ピラミット」図を参考にした。

(6)本図の作成に当って，沖縄開発庁沖縄総合事務局農林水産部林務水産課の大工義紀

氏に有益なコメントをいただいた。深く感謝の意を表したい。ありうべき誤謬はいう

までもなくすべて筆者達の責任である。

(7)中楯・吉木〔20〕Ｐ､１０９～１１０を参照せよ。「現行（漁業）法が期待した民主的な

、漁業調整機構〃の自己制御＝統制機能は，もっぱら漁業の調整面に動員され，資源

の管理面（維持・培養）には応用されなかったといってよい」（Ｐ､１１０）。

(8)沖縄県農林水産部〔９〕Ｐ、８１。

(9)新川〔１］Ｐ､１９～36，金田〔13〕Ｐ、９～15を参照せよ。

⑩新川〔１〕Ｐ､２２を参照せよ。

(11）酒井〔15〕Ｒ68～69には現代産業社会における生産一般と迂回生産についての図

解がある。

(lDHenderson-Quandt〔30〕Ｐ、１１１．

０３）櫟本〔18〕Ｐ､74。
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P､８５の脚注(4)とＰ､１１７の(7)。

P､88～89参照。また,Hicks〔26］のＰ､62～77も参照せよ。
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